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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第38期はストックオプション制度を導入しておりま

すが、期中平均株価が権利行使価格を下回るので記載しておりません。第39期は、希薄化効果を有している

潜在株式が存在していないため記載しておりません。 

３．第42期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。 

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 120,318 122,188 117,037 119,280 118,612 

経常利益 (百万円) 3,719 3,649 3,204 3,205 3,188 

当期純利益 (百万円) 1,855 2,015 1,562 1,673 1,330 

純資産額 (百万円) 15,144 16,931 18,204 19,469 20,568 

総資産額 (百万円) 40,843 41,693 43,891 46,084 47,572 

１株当たり純資産額 (円) 998.05 1,114.89 1,205.67 1,315.88 1,412.41 

１株当たり当期純利

益 
(円) 120.93 131.79 102.09 111.40 89.35 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

(円) － － 102.06 110.77 89.15 

自己資本比率 (％) 37.1 40.6 41.5 42.3 43.2 

自己資本利益率 (％) 12.8 12.6 8.9 8.9 6.6 

株価収益率 (倍) 4.71 2.88 7.05 8.26 13.33 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) 3,421 1,503 3,571 1,427 2,103 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) △971 △2,912 △2,637 △2,242 △1,871 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) △2,580 360 △1,068 870 △881 

現金及び現金同等物

の期末残高 
(百万円) 3,897 2,849 2,715 2,770 2,120 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

(人) 
1,033 

(1,263) 

1,045 

(1,206) 

1,018 

(1,499) 

1,046 

(1,511) 

1,063 

(1,574) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第39期の１株当たり配当額18円には、創業45周年記念配当３円が含まれております。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第38期は、ストックオプション制度を導入しており

ますが、期中平均株価が権利行使価格を下回るので記載しておりません。第39期は、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在していないため記載しておりません。 

４．第42期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。 

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 118,738 120,521 115,102 117,195 116,279 

経常利益 (百万円) 3,637 3,472 3,027 3,048 3,053 

当期純利益 (百万円) 1,783 1,869 1,464 1,583 1,252 

資本金 (百万円) 2,866 2,866 2,866 2,866 2,866 

発行済株式総数 (千株) 15,447 15,447 15,447 15,447 15,447 

純資産額 (百万円) 15,271 16,911 18,083 19,258 20,279 

総資産額 (百万円) 39,889 41,147 42,320 44,236 45,398 

１株当たり純資産額 (円) 1,006.42 1,113.54 1,197.69 1,301.56 1,392.59 

１株当たり配当額

（内１株当たり中間

配当額 

(円) 

(円)) 

15.00 

(－) 

18.00 

(－) 

18.00 

(－) 

18.00 

(－) 

20.00 

(－) 

１株当たり当期純利

益 
(円) 116.29 122.14 95.63 105.32 84.08 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

(円) － － 95.60 104.72 83.89 

自己資本比率 (％) 38.3 41.1 42.7 43.5 44.7 

自己資本利益率 (％) 12.2 11.6 8.4 8.5 6.3 

株価収益率 (倍) 4.34 3.11 7.53 8.74 14.17 

配当性向 (％) 12.8 14.6 18.8 16.8 23.8 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

(人) 
974 

(1,155) 

978 

(1,142) 

939 

(1,397) 

907 

(1,330) 

970 

(1,444) 



２【沿革】 

昭和40年８月 資本金500万円にて八戸市十八日町に株式会社電巧堂を設立。 

昭和43年５月 八戸市二十三日町に本店移転。 

昭和47年11月 八戸市長横町に大型店舗を開設し本店を移転。 

昭和51年３月 資本金3,000万円にて八戸市長横町に電巧堂チェーン株式会社を設立して営業権を譲渡し、株式会

社電巧堂は不動産管理会社として分離。 

昭和51年10月 盛岡市に岩手県の核店舗を設置。 

昭和56年８月 仙台市に本社をおく小松電気株式会社の経営を継承。 

昭和57年４月 仙台市青葉区中央二丁目に本店を移転。 

昭和59年８月 仙台市にパソコン専門店ＤａＣ東口店を開設。 

 仙台市宮城野区榴岡一丁目に本店を移転。 

昭和61年４月 株式会社電巧堂（存続会社）と電巧堂チェーン株式会社（消滅会社）は合併し、資本金１億7,250

万円、商号は電巧堂チェーン株式会社とする。 

昭和62年４月 ＰＯＳシステムを導入。 

昭和63年７月 株式会社デンコードーに商号を変更する。 

昭和63年12月 社団法人日本証券業協会東京地区協会に株式を店頭登録。 

平成３年４月 株式会社電巧堂チェーンと合併し、営業店43店舗を引継ぎ東北６県および北海道に店舗網を構築、

資本金28億6,635万円となる。青森市安方二丁目に本店移転。 

平成４年７月 仙台市宮城野区榴岡一丁目に本店を移転。 

平成６年７月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社とフランチャイズチェーン加盟店契約を締結し、ビ

デオ、ＣＤのレンタルおよびその販売と書籍の販売の「ＴＳＵＴＡＹＡ」として店舗展開を開始。

平成７年３月 株式会社カスミ家電（現株式会社ワンダーコーポレーション）との業務提携により、家電商品、パ

ソコン関連商品およびゲーム、ＣＤソフト等の新品ならびに中古品の買取り販売を行う三位一体型

の新業態を開発し、「スーパーデンコードー」として店舗展開を開始。 

平成８年６月 ゲーム、ＣＤソフト等の新品ならびに中古品の買取り販売を行う、ソフト専門店「Wonder GOO」の

店舗展開を開始。 

平成９年７月 パソコン教室の企画及び運営を主な目的とする子会社株式会社メディアキャスト（本店所在地宮城

県仙台市）を株式会社仙台放送と共同で設立。 

平成９年７月 携帯通信商品の専門ショップ「メディアサイト」の１号店を仙台市青葉区のクリスロード商店街に

オープン。 

平成９年９月 株式会社ミスター・コンセントと商標・システム・ノウハウおよび店舗ネットワークの構築につい

て業務提携を結び、修理業務事業として「Ｍｒ．コンセント」の店舗展開を開始。 

平成10年７月 「スーパーデンコードー」をさらに強化した新大型店舗「マックスデンコードー」の店舗展開を開

始。 

平成11年４月 株式会社エコプラス（本店所在地宮城県名取市）を設立、「HARD OFF」「OFF HOUSE」の店舗展開

を開始 

平成11年10月 株式会社北日本ワンダックス（本店所在地宮城県名取市）を株式会社ワンダーコーポレーションと

共同設立、フランチャイズ加盟店の募集を含めたエンタテインメント関連店舗の業務指導を開始。

平成12年９月 東北６県の店舗を結ぶ一括納品物流システムの「Ｄ．Ｌ．Ｃ（デンコードーロジスティックスセン

ター）東北」が松下ロジスティクス株式会社との業務提携により本格稼働体制に入る。 

平成13年２月 売上高1,000億円達成（17日） 

平成13年８月 通信商品の大型専門ショップ「メディアサイト21」を仙台市若林区のロードサイドにオープン。 

平成13年10月 北海道の店舗を結ぶ一括納品物流システムの「Ｄ．Ｌ．Ｃ北海道」が東芝物流株式会社との業務提

携により稼動、全店が一括納品物流システムの本格稼働体制に入る。 

平成16年６月 株式会社ワットマンより神奈川県および東京都にある家電販売事業を６事業所譲り受け、株式会社

神奈川デンコードー（本店所在地宮城県名取市）を設立。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年11月 当社は株式会社サンキュー（本店所在地福井県福井市）との間で、生活シーン販売店として需要創

造を目的とする「販促勉強会 ＭＡＣＳ３」を発足する。 

平成18年３月 株式会社神奈川デンコードーは平成18年３月31日臨時株主総会により解散決議。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社（株式会社デンコードー）および子会社４社で構成され、主に家電事業及びリサイクル事業を

行っております。家電事業では、主に当社が家電・情報・エンタテインメント商品の販売等を行っており、リサイクル

事業では、株式会社エコプラスが一般家庭用品・ＡＶ・パソコン等のリユース・リサイクル商品の販売を行っておりま

す。株式会社神奈川デンコードーは、平成18年３月31日の臨時株主総会により解散することと致しました。これによる

当社の連結業績に与える影響額はありません。 

 なお、上記事業の区分は「第５経理の状況 １連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別

セグメント情報の区分と同一であります。 

〔事業系統図〕 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

連結子会社 

 （注）株式会社神奈川デンコードーは、平成18年３月31日臨時株主総会により解散の決議を行い清算中であります。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、嘱託、契約社員および臨時従業員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載して

おります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．平均年間給与は、基準外賃金、賞与及びその他臨時給与を含んでおります。 

２．従業員数は就業人員であり、嘱託、契約社員および臨時従業員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載し

ております。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループの労働組合、ゼンセン同盟デンコードー・ユニオンは、昭和63年８月に結成され、上部団体のゼン

セン同盟に加盟しており、平成18年３月31日現在組合員数（臨時従業員を含む）は1,189名であります。 

 なお、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

株式会社エコプラス 宮城県名取市 20 リサイクル事業 100 

当社より店舗の土地、建物

の貸与を受けております。

また、当社より設備投資資

金等の貸付を受けておりま

す。 

役員の兼任    ３人 

株式会社北日本ワン

ダックス 
宮城県名取市 20 家電事業 86 

販売管理の指導を受けてい

ます。 

役員の兼任    ３人 

株式会社メディアキ

ャスト 

宮城県仙台市

宮城野区 
20 家電事業 100 

従業員のパソコン研修を受

けています。 

役員の兼任    ２人 

株式会社神奈川デン

コードー 
宮城県名取市 50 家電事業 100 

神奈川地区における家電事

業の販売を委託。 

役員の兼任    －人 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

家電事業 977 (1,446) 

リサイクル事業 86 (128) 

合計 1,063 (1,574) 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与（千円） 

970（1,444）  37才 10ヶ月 14年 ６ヶ月 5,359 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度における我が国経済は、着実に回復を続け息の長い拡大基調を維持しております。企業収益は好調

に推移し、設備投資も着実に増加が見られるほか、雇用や賃金も改善が進んでおります。リストラ一巡による雇用不

安の緩和から消費マインドが安定するとともに、個人消費が堅調に推移し始めて、景気拡大を安定化させる役割を担

ってきております。一方、公共投資は総じて低調に推移し、輸出や生産の比率が低い地域の経済を刺激するには至ら

ず、地域間の経済格差が顕著に見え始めております。 

 このような経済環境の中、家電事業では当社営業エリアにおける地上デジタル放送の開始やトリノ冬季オリンピッ

クの開催などにより、薄型テレビなどデジタル家電が伸長いたしましたが、梅雨明けの遅れによるエアコン等季節商

品の不振やゲームソフト・音楽ソフトなどエンタテインメント商品の低迷がありました。また、リサイクル事業につ

きましても、電気用品安全法（ＰＳＥ法）施行に端を発した関連商品取り扱いの混乱等の影響もありました。 

 この結果、売上高は1,186億12百万円（前期比0.6％減）、営業利益15億24百万円（前期比17.8％増）、経常利益31

億88百万円（前期比0.6％減）となりました。 

 当期純利益につきましては、減損会計の導入による5億90百万円の減損損失を計上したため、13億30百万円（前期

比20.5％減）となりました。 

（家電事業） 

 家電事業におきましては、家電国内総需要が微増にとどまる中で、薄型テレビやＤＶＤレコーダーなどのデジタ

ル家電商品の売上台数は順調に推移いたしましたが、販売単価の低下が著しく売上金額は台数ほどの伸長には至り

ませんでした。パソコンなど情報商品も低調を続ける中、デジタルオーディオ商品が大きく伸長いたしましたが、

反面従来型の音楽CDソフトやゲームソフトが前年を割り込むなど、盛衰サイクルの渦中で低迷している商品もあり

ます。また、全国展開家電量販店の当社営業エリア内出店も続いており、経営をめぐる環境は概して厳しいものと

なっております。 

 このような状況の中で当社グループにおきましては、携帯電話販売やブロードバンド商品の取り次ぎを拡大する

など、インセンティブ商品の取り組み強化を進めた他、キャンペーンによる集中販売での粗利益改善を図り、利益

確保に努力いたしました。また、経営体質改革の一環として業務プロセスの見直しを進め、お客様満足度の向上を

図るとともに業務の効率化によるローコスト化にも注力いたしました。 

 当連結会計年度における家電事業の設備投資は、当社最大規模店舗「ＭＡＸデンコードー」を１店舗新設したほ

か、中規模店舗「ＳＵＰＥＲデンコードー」を１店舗新設並びに３店舗を移転増床し、専門店業態においては「Ｍ

ｒ．コンセント」３店舗、「ＷｏｎｄｅｒＧＯＯ」１店舗および「ＴＳＵＴＡＹＡ」１店舗を新設いたしました。

また、効率を重視する観点から不採算店舗を８店舗閉鎖いたしました。なお、当連結会計年度末における店舗数

は、115店舗となりました。 

 この結果、家電事業の売上高は1,162億80百万円（前期比0.8％減）、営業利益は14億39百万円（前期比21.3％

増）となりました。 

（リサイクル事業） 

リユース・リサイクル業界は、全世界的に環境問題が注目され、我が国でも地球温暖化防止策の法律施行及び削

減目標を明確にされるなど、循環型社会を必要とする時代性と社会的意識も大きく変わり、リサイクルを求める消

費者のご支持を受けるに至っております。 

 一方において、ＰＳＥ法の中古電気用品販売における法律が、平成18年４月１日より施行されることに伴い、そ

の内容・解釈が不明瞭な状態の中で２～３月に対象商品の大幅な値下げ販売をいたしました。３月末には、経済産

業省の通達により絶縁耐力検査機による漏電検査を行うことにより、ＰＳＥマークの表示で販売ができる事となる

など、リユース市場は混乱のなかで当期末を迎えるに至りました。 

 当社グループのリサイクル事業におきましては、「ハードオフ」３店舗、「オフハウス」４店舗を新設いたしま

した。また、収益重視の観点から１店舗を閉鎖いたしました。なお、当連結会計年度末における店舗数は、42店舗

となりました。 

 この結果、リサイクル事業の売上高は、新規出店に伴う既存店舗からの商品の供給実施等による負担増加の影響

がありましたが、前期新設店舗の売上貢献並びにオフハウス関連商品が堅調に推移したこともあり、23億35百万円

（前期比11.7％増）となりました。利益面につきましては、経費の抑制に懸命に努めましたが、新設店舗の一時費

用の発生やＰＳＥ法の施行に備え、対象商品の大幅な値下げ販売を実施したことなどもあり、営業利益は85百万円

（前期比20.5％減）となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動で得た資金なら

びに前期より繰越しした資金を長期借入金の返済に充てたほか、投資活動で使用した結果、前連結会計年度末より

649百万円減少し、21億20百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において、営業活動の結果得られた資金は、21億３百万円（前期比６億75百万円増）となりまし

た。これは主に、税金等調整前当期純利益26億31百万円（前期29億82百万円）、減価償却費12億円（同12億83百万

円）、仕入債務の増加額５億47百万円（同減少額６億38百万円）があり、法人税等の支払額14億64百万円（同14億

95百万円）があったためです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において、投資活動の結果使用した資金は、18億71百万円（前期比3億70百万円減）となりまし

た。これは主に、新規出店およびリニューアルを中心とする有形固定資産の取得による支出17億34百万円（前期15

億６百万円）があったためです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において、財務活動の結果支出した資金は、8億81百万円（前期比17億51百万円増）となりまし

た。これは、長期借入金の返済による支出37億11百万円（前期11億98百万円）があったものの、設備投資資金のた

めの長期借入による収入30億円（同45億円）があったためです。 



２【販売及び仕入の状況】 

(1）販売の状況 

イ 事業の種類別売上高 

 （注）１．セグメント間の取引については、家電事業の売上高を３百万円相殺消去しております。 

２．金額には、消費税等を含んでおりません。 

ロ 地区別売上高 

 （注）１．セグメント間の取引については、家電事業の売上高を３百万円相殺消去しております。 

    ２．金額には、消費税等を含んでおりません。 

 売上高（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

家電事業     

Ⅰ 家電商品 51,708 44.5  101.7 

(1）一般家電商品 16,420 14.1  103.0 

(2）季節・冷蔵庫商品 11,116 9.6  99.8 

(3）ビジュアル商品 19,305 16.6  102.1 

(4）オーディオ商品 4,865 4.2  100.1 

Ⅱ 情報・通信商品 50,014 43.0  99.8 

Ⅲ エンタテインメント商品 11,073 9.5  89.8 

Ⅳ その他 3,480 3.0  89.6 

家電事業合計 116,276 100.0 98.0 99.2 

リサイクル事業 2,335  2.0 111.7 

連結売上高 118,612  100.0 99.4 

 売上高（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

家電事業     

北海道地区 13,867 11.9  95.6 

青森地区 14,695 12.6  97.4 

秋田地区 15,183 13.1  96.1 

岩手地区 17,870 15.4  103.2 

宮城地区 24,926 21.4  96.0 

山形地区 6,844 5.9  98.3 

福島地区 14,716 12.7  98.3 

神奈川地区 8,172 7.0   124.1 

家電事業合計 116,276 100.0 98.0 99.2 

リサイクル事業 2,335  2.0 111.7 

連結売上高 118,612  100.0 99.4 



(2）仕入の状況 

事業の種類別仕入高 

 （注）１．セグメント間の取引については、リサイクル事業の仕入高を３百万円相殺消去しております。 

    ２．金額には、消費税等を含んでおりません。 

３【対処すべき課題】 

 当社が対処すべき課題としては、営業面では、お客様満足向上を追及した地域密着型の店舗サービス体制や商品

開発力の強化を進め、それを補完する物流システムや顧客情報システムなどの基盤構築を図るとともに、開発面で

は、スクラップ・アンド・ビルド等による既存店舗の活性化と競争力強化に取り組んでまいります。また、安定し

た収益基盤確立に向けて、「家電小売業」から「流通サービス業」への転換を目指し、社内の構造改革を一層進め

てまいります。企業の継続発展を目指し、企業理念である「真心感謝」のもと、中期経営計画「VISION21」の達成

のため、その実現に全力を尽くしてまいります。 

 仕入高（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

家電事業     

Ⅰ 家電商品 41,310 44.1  101.0 

(1）一般家電商品 12,446 13.3  103.0 

(2）季節・冷蔵庫商品 8,776 9.4  98.9 

(3）ビジュアル商品 16,131 17.2  100.7 

(4）オーディオ商品 3,957 4.2  100.9 

Ⅱ 情報・通信商品 41,396 44.2  99.5 

Ⅲ エンタテインメント商品 8,993 9.6  92.3 

Ⅳ その他 1,932 2.1  70.4 

家電事業合計 93,634 100.0 99.2 98.6 

リサイクル事業 794  0.8 107.7 

連結仕入高 94,428  100.0 98.6 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の概況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1）財政状態及び経営成績の異常な変動 

① 出店政策による経営成績の影響について 

当社グループは、販売拠点である東北６県、北海道、東京都及び神奈川県にて新規出店及び売場面積の拡大を

図っており、平成18年３月期末、店舗数は157店舗となっております。 

 当社グループとしましては、今後も新規出店及び既存店のリニューアルを計画しており、新規店舗数及び当該

リニューアル店舗数の増加に伴い、人件費及び広告宣伝費等の諸経費の増加が見込まれるとともに、物件の手当

てが進まず、出店計画の変更及び延期等が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

② 競合について 

 当社グループの販売拠点では大手家電量販店との競争は激しく、また今後も大手家電量販店が当該拠点に新規

出店することが予想されることから、競争は更に激化する可能性があります。 

 当社グループとしましては店舗網の拡大を図るとともに、品揃えの充実や販売力の強化等により既存店の活性

化等を図っておりますが、当該量販店との競争により更なる価格競争にさらされた場合には、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 業績の季節要因によるリスクについて 

 当社グループの月ごとの販売高は季節要因により、総売上高に占める割合が次のように変化いたします。売上

高の季節指数の高い順に12月、１月と冬物商品を中心とした年末年始商戦があり、更に３月には新入学商戦など

があり下期に売上高のウエイトが高くなっております。一方、上期の７月には、夏商戦がありますが、下表のご

とく売上、営業利益、経常利益がそれぞれ上期に比べて下期に占める割合が高くなっております。また、季節要

因の高い12月、１月、７月に異常気象により冷夏暖冬となった場合には、収益に与える影響が大きくなる可能性

があります。 

(2）法的規制等 

 出店に関する規制について 

 店舗の新規出店及び増床に際しては、平成12年６月１日より「大規模小売店舗立地法」（以下、「大店立地

法」）が施行されたため、当社グループが今後の新規出店ならびに増床を予定している店舗につきましては、「大

店立地法」による規制を受けております。「大店立地法」では、売場面積1,000㎡を超える新規出店ならびに増床

について、都市計画、交通、地域環境等の観点から地元自治体による出店の規制が行われます。そのため、申請前

の環境調査や、出店が環境に与える影響の予測等が実施されることにより出店までに要する期間が長期化し、当社

グループの今後の出店計画が影響を受ける可能性があります。 

区分 
平成17年３月期 平成18年３月期 

上半期 下半期 年度計 上半期 下半期 年度計 

売上高（百万円） 53,511 65,769 119,280 53,761 64,850 118,612 

（構成比率）（％） 44.9 55.1 100.0 45.3 54.7 100.0 

営業利益（百万円） 186 1,108 1,294 393 1,131 1,524 

（構成比率）（％） 14.4 85.6 100.0 25.8 74.2 100.0 

経常利益（百万円） 1,140 2,065 3,205 1,157 2,030 3,188 

（構成比率）（％） 35.6 64.4 100.0 36.3 63.7 100.0 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）当社は、クレジット販売に関して、信販会社と加盟店契約を締結しております。 

 その主なものは、次のとおりであります。 

 （注） クレジット販売に関する加盟店契約は、信販会社が信用調査の結果、承認した当社の顧客に対して融資する目

的で販売代金を顧客に代って当社に支払い、信販会社はその融資代金を信販会社の責任において回収するもの

であります。 

(2）当社は、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社とフランチャイズチェーン加盟店契約を締結し、ビデ

オ、ＣＤレンタルおよび販売の事業を展開しております。 

(3）当社は、株式会社ミスター・コンセントと商標・システム・ノウハウおよび店舗ネットワークの構築について業

務提携を結び、修理業務の事業を展開しております。 

(4）株式会社北日本ワンダックスは、株式会社ワンダーコーポレーションの「Wonder Goo」ＦＣ本部とエリアフラン

チャイズ契約を締結し、東北・北海道地域内において加盟店の加入促進や経営指導等を行っております。 

(5）株式会社エコプラスは、株式会社ハードオフコーポレーションとフランチャイズ加盟契約を締結し、フランチャ

イザーが所有する「ＨＡＲＤ ＯＦＦ」、「ＯＦＦ ＨＯＵＳＥ」の標章の使用やノウハウの提供を受けながらリ

サイクル商品の買取ならびに販売事業を行っております。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

信販会社名 契約締結年月日 契約期間 

 ＵＦＪニコス㈱ 

 （ 旧日本信販㈱） 
昭和61年11月27日 

３ヵ月以上の予告期間をもって一方の当事者の解約申出

があるまで 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されており

ます。その作成にあたっては、連結会計年度末日における財政状態ならびに連結会計年度の経営成績に影響を与え

るような見積り・予測を必要としております。当社グループは、過年度における実績値や状況を踏まえ、合理的と

判断される前提・仮定に基づき、かかる見積り・予測を行っておりますが、見積り特有の不確実性が存在するた

め、実際の結果はこれと異なる場合があります。 

 当社グループは、主として以下の会計方針において、連結財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性のある見積り・

予測が内包されていると認識しております。 

① 貸倒引当金 

当社グループは、過去の貸倒実績率に基づき一般債権に対する貸倒引当金を算定しております。また、個別に

回収可能性を判断し、回収不能見込額を貸倒引当金として追加計上しております。 

② その他有価証券の減損 

当社グループは事業の必要性により、一部取引先等の株式を保有しております。これらの株式は保有目的区分

上「その他有価証券」に分類されると判断しておりますが、価格変動性が高い公開会社の株式と、株価の算定が

困難である非公開会社の株式が含まれております。公開会社の株式については、期末時点の株価が取得原価に対

して下落率30％以上をもって、著しく下落したものと判断し減損処理することとしております。非公開会社の株

式については、当該会社の純資産価額の当社持分が、取得原価の50％を下回った場合には原則として著しく下落

したものと判断し減損処理を行うこととしております。なお、投資して間もない株式で投資後２年間継続して赤

字の会社については、将来の回復可能性を検討した上で、減損処理を行うこととしております。 

③ ポイント割引引当金 

当社は、メンバーズカードを発行しその加入者に対し、購入の都度一定割合のポイントを付与し、再度ご購入

の際、値引きとしてご利用頂くことになっております。ポイント制度の採用に伴い、将来ポイントの使用による

売上値引きに備えるため、期末未使用残高に対し、過去の使用実績率に基づき将来使用されると見込まれる金額

を引当計上しております。 

④ 退職給付引当金 

当社および連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、厚生年金基金制度（複数事業主制度）

および適格退職年金制度を設けております。従業員の退職給付引当金は、年金数理計算により算出される退職給

付債務に基づき計上しております。年金数理計算で採用する基礎率のうち割引率は、安全性の高い長期国債の利

回り、その他の基礎率については主として過年度における実績値をそれぞれ参考に決定しております。 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当社グループの家電事業の売上高は、家電国内総需要が微増にとどまる中で、薄型テレビやＤＶＤレコーダーな

どのデジタル家電商品の売上台数は順調に推移いたしましたが、販売単価の低下が著しく売上金額は台数ほどの伸

長には至りませんでした。パソコンなど情報商品も低調を続ける中、デジタルオーディオ商品が大きく伸長いたし

ましたが、反面従来型の音楽CDソフトやゲームソフトが前年を割り込むなど、盛衰サイクルの渦中で低迷している

商品もあります。また、全国展開家電量販店の当社営業エリア内出店も続いており、経営をめぐる環境は概して厳

しいものとなっております。 

 この結果、家電事業の売上高は1,162億80百万円（前期比0.8％減）、営業利益は14億39百万円（前期比21.3％

増）となりました。 

リサイクル事業の売上高は、新規出店に伴う既存店舗からの商品の供給実施等による負担増加の影響がありまし

たが、前期新設店舗の売上貢献並びにオフハウス関連商品が堅調に推移したこともあり、23億35百万円（前期比

11.7％増）となりました。利益面につきましては、経費の抑制に懸命に努めましたが、新設店舗の一時費用の発生

やＰＳＥ法の施行に備え、対象商品の大幅な値下げ販売を実施したことなどもあり、営業利益は85百万円（前期比

20.5％減）となりました。 



(3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループを取り巻く環境は、個人消費の拡大を望めない中、競合激化が益々続くと予想され、経営成績に大

きく影響してくると考えられます。将来的には、少子高齢化社会が進むにつれ、人口の減少、世帯数の減少が見込

まれ経営成績に影響してくると考えられます。 

(4）戦略的現状と見通し 

 市場環境が益々厳しさを増す中で、当社グループといたしましては、中期経営計画「VISION21」の目標の実現を

目指し、お客様満足度を更に向上するためサービス体制の強化を図るとともに、安定した収益体質構築のため、構

造改革や業務改革等を推し進め一層のローコスト運営ができる基盤整備を進めてまいります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループの家電事業の設備投資は、当社最大規模店舗「ＭＡＸデンコードー」を１店舗新設したほか、中規

模店舗「ＳＵＰＥＲデンコードー」を１店舗新設並びに３店舗を移転増床し、専門店業態においては「Ｍｒ．コン

セント」３店舗、「ＷｏｎｄｅｒＧＯＯ」１店舗および「ＴＳＵＴＡＹＡ」１店舗を新設いたしました。また、効

率を重視する観点から不採算店舗を８店舗閉鎖いたしました。なお、当連結会計年度末における店舗数は、115店

舗となりました。 

 リサイクル事業におきましては、「ハードオフ」３店舗、「オフハウス」４店舗を新設いたしました。また、収

益重視の観点から１店舗を閉鎖いたしました。なお、当連結会計年度末における店舗数は、42店舗となりました。

 この結果、当連結会計年度における設備投資額は2,674百万円（保証金・敷金を含む）となりました。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１．帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

なお、金額には消費税等を含んでおりません。 

２．上記のほか、提出会社には、賃借資産（オペレーティングリース資産を含む）として、建物121,351㎡、土

地524,788㎡があります。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 
従業員数 
（人） 
（外平均
臨時雇用
者数） 

建物及び構
築物 
（百万円） 
（面積㎡） 

土地 
（百万円） 
（面積㎡） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

北海道地区 

琴似店含む12店舗 
家電事業 販売店舗 

1,194 

(13,692)

272 

(3,371)
9 1,477 

107 

(130)

青森地区 

青森店含む19店舗 
家電事業 販売店舗 

2,135 

(20,858)

490 

(8,344)
37 2,662 

145 

(248)

秋田地区 

秋田店含む20店舗 
家電事業 販売店舗 

1,621 

(19,544)

513 

(8,845)
17 2,152 

114 

(223)

岩手地区 

盛岡西店含む13店舗 
家電事業 販売店舗 

1,355 

(13,934)

454 

(6,821)
12 1,823 

106 

(163)

宮城地区 

仙台南店含む20店舗 
家電事業 販売店舗 

1,789 

(25,221)

329 

(3,075)
23 2,142 

181 

(339)

山形地区 

山形北店含む10店舗 
家電事業 販売店舗 

702 

(10,580)

92 

(1,544)
12 808 

66 

(79)

福島地区 

平店含む12店舗 
家電事業 販売店舗 

845 

(13,563)

58 

(701)
17 921 

107 

(139)

神奈川地区 

星川店含む９店舗 
家電事業 販売店舗 

172 

（－） 

－  

（－） 
6 178 

63 

(84)

本社及び賃貸用設備 家電事業 
管理及び賃

貸 

979 

(23,547)

1,969 

(32,215)
21 2,971 

81 

(39)



(2）国内子会社 

 （注）１．帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

なお、金額には消費税等を含んでおりません。 

２．株式会社エコプラス、株式会社北日本ワンダックス、株式会社メディアキャスト、株式会社神奈川デンコー

ドーには、提出会社より賃借している建物18,177㎡があります。 

３．株式会社北日本ワンダックス、株式会社メディアキャスト、株式会社神奈川デンコードーには、その他重要

な設備は保有しておりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設

備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当たっては開発会議において提出会社を中

心に調整を図っております。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設等の計画は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設等 

(2）重要な設備の除却等 

 経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  平成18年３月31日現在

会社名 事業所名 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 
従業員数 
（人） 

（外平均臨
時雇用者
数） 

建物及び構
築物 

（百万円）
（面積㎡） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

株式会社エコプラス 

HARD OFF 

OFF HOUSE 

西多賀店含む42

店舗 

リサイクル事業 販売店舗 
1,519

(8,588)

－  

（－） 
27 1,546 

86

(128)

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
売場面積 
㎡ 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

着手 完了 

デンコードー 

 水沢店 
 奥州市  家電事業  販売店舗 584 40 

自己資金及

び借入金  
平成18年３月 平成18年６月  4,281.0 

デンコードー 

 古川店 
 大崎市 家電事業  販売店舗  375 1  〃 平成18年８月 平成18年10月  2,976.0 

デンコードー 

 大船渡店 
 大船渡市 家電事業   販売店舗  224 0  〃 平成18年８月 平成18年10月  1,494.0 

デンコードー 

 岩見沢店 
 岩見沢市 家電事業   販売店舗 151  －  〃 平成18年９月 平成18年11月  1,719.1 

デンコードー 

 ＷＧ柏店 
 つがる市  家電事業   販売店舗  176 －  〃 平成18年８月 平成18年10月  1,373.0 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 株式の分割によるものであります。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 24,000,000 

計 24,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 15,447,652 15,447,652 
ジャスダック証券取

引所 
－ 

計 15,447,652 15,447,652 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成３年５月１日 438,374 15,447,652 － 2,866 － 2,518 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式892,103株は、「個人その他」に1,784単元及び「単元未満株式の状況」に103株を含めて記載して

おります。 

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の失念株式が５単元含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

（注）上記のほか、自己株式が892千株があります。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） －  24 9 36 12 －  1,154 1,235 － 

所有株式数 

（単元） 
－  6,217 56 4,563 1,657 －  18,336 30,829 33,152 

所有株式数の

割合（％） 
－  20.17 0.18 14.80 5.37 －  59.48 100.00 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

井上 元延 仙台市太白区 1,234 7.99 

デンコードー従業員持株会 宮城県名取市上余田字千刈田308 1,017 6.59 

井上 公延 仙台市太白区 1,001 6.48 

有限会社井上インベスト 仙台市太白区八木山弥生町18番15号 970 6.28 

井上 惠右 仙台市太白区 736 4.77 

日本トラスティ・サービス信

託銀行（株）（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目8-11 561 3.63 

ギガスケーズデンキ（株） 茨城県水戸市柳町１丁目13-20 531 3.44 

井上 万智子 仙台市太白区 504 3.27 

有限会社フレックス 
青森県青森市浜田２丁目７番４号 

 コンフォート浜田Ａ－101 
475 3.07 

松田 朝子 仙台市太白区 448 2.91 

計 － 7,480 48.43 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,500株（議決権の数５個）含まれて

おります。 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 892,000 － － 

完全議決権株式（その他）（注） 
普通株式 

14,522,500 
29,045 － 

単元未満株式 普通株式  33,152 － － 

発行済株式総数 15,447,652 － － 

総株主の議決権 － 29,045  － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社デンコー

ドー 

宮城県仙台市宮城

野区榴岡一丁目７

番10号 

892,000 －  892,000 5.78 

計 － 892,000 －  892,000 5.78 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第210条ノ２の規定に基づき、当社が自

己株式を買付ける方法により、平成13年６月28日第37回定時株主総会終結時に在任する取締役及び同日に在職する

①店長以上の営業管理職、②マックスデンコードー店舗上席店長代理および③９等級以上の本社本部専門職（マー

チャンダイジング職を除く）の従業員に対して付与することを平成13年６月28日の第37回定時株主総会において決

議されたものであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

※１．取締役10名、店長以上の営業管理職、マックスデンコードー店舗上席店長代理および９等級以上の本社本部専門職

（マーチャンダイジング職を除く）の従業員155名 

※２．譲渡価額は権利付与日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）における日本証券業協会が公表する

当社普通株式取引の最終売買価格の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、権利

付与日における日本証券業協会が公表する当社普通株式の最終売買価格を下回らない金額とする。なお、権利付与

日以降、時価を下回る価額で新株を発行（転換社債の転換および新株引受権の権利行使の場合を除く）するとき

は、次の算式により１株当たりの譲渡価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

※３．権利行使時においても当社の取締役または従業員であることを要する。 

譲渡対象者は、一度の手続きにおいて付与を受けた本株式譲渡請求権の全部または一部（当社の１単元の株式数ま

たはその整数倍に限る。）を行使することができる。 

※４．権利の譲渡、質入および相続は認めない。 

決議年月日 平成13年６月28日 

付与対象者の区分及び人数 ※１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 
取締役に対し105,000株、従業員に対し167,500株 

合計272,500株 

新株予約権の行使時の払込金額 544円※２ 

新株予約権の行使期間 平成15年７月１日～平成18年６月30日 

新株予約権の行使の条件 ※３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 ※４ 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

  

ニ【取得自己株式の処理状況】 

 該当事項はありません。 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 平成18年６月29日開催の定時株主総会において「当会社は、取締役会の決議により、市場取引等による自己株

式の取得を行うことができる。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  平成18年６月29日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成18年２月13日決議） 
320,000 386,560,000 

前決議期間における取得自己株式 300,000 362,400,000 

残存決議株式数及び価額の総額 20,000 24,160,000 

未行使割合（％） 6.25 6.25 

  平成18年６月29日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 300,000 



３【配当政策】 

 当社は、中長期的な視点から経営戦略を策定し、企業収益構造の確立を図ることによって、将来にわたる株主価値

増大のために株主の皆様に対する安定的利益確保と、業績に見合った継続的配当を実施して行きたいと考えておりま

す。具体的には、当期純利益の20％前後を目安に配当性向を維持するとともに、安定的な配当を維持するよう努力い

たします。 

 当期の配当金につきましては、業績内容、利益の状況を勘案しまして、普通配当20円といたしました。 

 これにより、当期の配当性向は23.8％、自己資本利益率6.3％、株主資本配当率は1.4％となります。 内部留保資

金につきましては、市場ニーズに即応した付加価値商品の開発・提供や販売拠点のリニューアル及び店舗網の拡充に

向けた設備投資に充当し、将来業績の向上を通じて、株主の皆様への利益還元を図ってまいりたいと考えておりま

す。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第41期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 800 560 748 ※ 1,620 1,345  

最低（円） 420 370 380 ※  720 820  

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,070 1,155 1,178 1,345 1,310 1,217 

最低（円） 953 1,010 1,070 1,080 1,080 1,100 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役   井上 元延 昭和22年10月26日生 

昭和45年４月 三洋電機株式会社入社 

昭和48年４月 当社入社、常務取締役に就任 

昭和51年３月 電巧堂チェーン株式会社常務取締

役に就任 

昭和58年６月 同社代表取締役専務に就任 

昭和62年４月 当社代表取締役副社長に就任 

平成４年４月 当社代表取締役副社長兼営業本部

長に就任 

平成６年６月 当社代表取締役社長兼営業本部長

に就任 

平成８年７月 当社代表取締役社長 

平成９年７月 株式会社メディアキャスト代表取

締役社長に就任（現任） 

平成10年６月 当社代表取締役社長兼管理本部長 

平成11年４月 日本電気大型店協会常任理事に就

任 

平成11年４月 株式会社エコプラス代表取締役社

長に就任（現任） 

平成11年10月 株式会社北日本ワンダックス代表

取締役社長に就任（現任） 

平成13年４月 日本電気大型店協会理事に就任 

平成13年５月 当社代表取締役社長 

平成16年６月 株式会社神奈川デンコードー代表

取締役社長に就任 

平成16年６月 当社社長執行役員 

平成17年６月 当社代表取締役社長（現任） 

1,234 

取締役 

専務執行役員 

開発本部長兼不動

産グループマネー

ジャー兼新規事業

グループ担当 

貝森 日出男 昭和18年４月６日生 

昭和37年５月 青森三洋電機株式会社入社 

昭和55年１月 電巧堂チェーン株式会社入社 

昭和55年６月 同社取締役営業企画部長に就任 

昭和61年６月 当社取締役営業企画部長に就任 

平成２年11月 当社常務取締役営業企画部長に就

任 

平成６年６月 当社取締役営業企画部長に就任 

平成８年７月 当社常務取締役営業本部長兼販売

促進部長に就任 

平成11年６月 当社専務取締役営業本部長 

平成16年６月 当社取締役兼専務執行役員 

 開発・新規事業担当 

平成16年10月 当社取締役兼専務執行役員 

開発本部長兼新規事業グループ担

当 

平成18年６月 当社取締役兼専務執行役員 

開発本部長兼不動産グループマネ

ージャー兼新規事業グループ担当

（現任） 

83 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 

専務執行役員 

管理本部長兼 

情報システム 

グループ 

マネージャー兼

経営戦略室長 

高橋 正 昭和24年１月18日生 

昭和43年10月 富士通株式会社入社 

昭和52年９月 株式会社電巧堂チェーン入社 

平成２年７月 同社取締役情報システム部長に就

任 

平成３年４月 当社取締役情報システム部長に就

任 

平成７年４月 当社取締役情報システム部長兼情

報商品部長に就任 

平成８年７月 当社常務取締役情報システム部長

兼情報商品部長に就任 

平成９年10月 当社常務取締役営業本部副本部長

兼情報システム部長 

平成13年５月 当社常務取締役情報システムグル

ープマネージャー兼「Ｖ21業務改

革プロジェクト」担当 

平成14年10月 当社常務取締役経営戦略室長兼情

報システムグループマネージャー

兼「Ｖ21業務改革プロジェクト」

担当 

平成16年６月 当社取締役兼専務執行役員 

 管理本部長兼情報システムグルー

プマネージャー兼経営戦略室長

（現任） 

27 

取締役 
専務執行役員 

営業本部長 
井上 公延 昭和24年５月24日生 

昭和51年10月 株式会社東芝入社 

昭和62年４月 同社音響海外部業務課長 

平成７年１月 同社東芝ヨーロッパ社ゼネラルマ

ネージャー 

平成８年４月 当社入社社長付理事に就任 

平成９年６月 当社取締役に就任 

平成９年10月 当社取締役営業本部副本部長営業

企画担当 

平成11年２月 当社取締役営業本部副本部長営業

企画、家電・ＡＶ商品担当 

平成11年６月 当社常務取締役営業本部副本部長

営業企画、家電・ＡＶ商品担当 

平成13年５月 当社常務取締役営業本部副本部長

マーチャンダイジング統括兼営業

企画グループ担当 

平成16年６月 当社取締役兼専務執行役員 

営業本部長（現任） 

1,001 

 



 （注）１．監査役金澤七郎および真田昌行は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．代表取締役井上元延および取締役井上公延は兄弟であります。 

３．当社は執行役員制度を導入しており、取締役会で選任された執行役員は次のとおりであります。 

※印は取締役兼務者であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役  阿保 昌徳 昭和８年11月４日生 

昭和28年４月 仙台国税局大蔵事務官任官 

昭和42年３月 松下電器産業株式会社入社 

昭和63年５月 当社入社 

昭和63年７月 当社常勤監査役に就任 

平成４年６月 当社常務取締役管理統括に就任 

平成６年６月 当社常勤監査役に就任（現任） 

18 

監査役  金澤 七郎 昭和５年８月12日生 

昭和24年１月 仙台国税局大蔵事務官任官 

昭和40年７月 有限会社石亀会計事務所（現有限

会社第一経営会計センター）取締

役に就任 

昭和58年４月 同社代表取締役に就任（現任） 

昭和58年４月 電巧堂チェーン株式会社監査役に

就任 

昭和58年４月 当社監査役に就任（現任） 

18 

監査役  真田 昌行 昭和36年８月19日生 

昭和62年４月 弁護士登録 

平成７年４月 財団法人法律扶助会常務理事 

平成10年４月 仙台地方・簡易裁判所民事調停委

員（現任） 

平成14年４月 仙台弁護士会副会長 

平成16年６月 当社監査役に就任（現任） 

1 

    計 2,384 

役名 氏名 職名 

※ 専務執行役員 貝森 日出男 開発本部長兼不動産グループマネージャー兼新規事業グループ

担当 

※ 専務執行役員 高橋 正 管理本部長兼情報システムグループマネージャー 

兼経営戦略室長 

※ 専務執行役員 井上 公延 営業本部長 

上席執行役員 井上 惠右 経理グループマネージャー（兼Ｊ２担当） 

上席執行役員 寺地 君雄 エコプラス担当 

上席執行役員 佐藤 治夫 総務・人事統括担当 

上席執行役員 木野目 国弘 営業本部副本部長兼マックスデンコードー仙台北店店長 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、急激に変化する事業経営環境の中で、健全で機動的かつ効率的な経営体制を構築し、企業価値の最大化を

基本的な方針、目的としており、法令等の遵守、企業不祥事発生の防止を図る経営監視機能、スピーディーな意思決

定機能ならびに業務執行を迅速に進めるための組織体制を構築しております。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

a.会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係わる内部統制システムその他のコーポレートガバナンス体制の状況 

イ．取締役会は定期または随時開催され、取締役４名で構成されており、企業経営に関する最高意思決定機関の

メンバーとして、益々複雑な問題に対処するばかりでなく、コンプライアンス経営にも積極的に取り組んで

おります。 

ロ．経営会議は、経営の重要事項につき審議を行い、取締役会にて決議を要しない重要事項を協議、もしくは決

定する機関として設置され、意思決定および業務執行の充実を図っており、実質的な機能を十分に発揮して

おります。 

ハ．当社は、監査役制度を採用しております。 

監査役は３名で、うち２名は法務等の専門家であり社外監査役であります。監査役は取締役会およびその他

の社内の重要会議に出席し、経営ならびに組織各部門の執行状況、取締役会の意思決定とその運営手続きな

どについて監査するとともに監査室と連携の元に各事業所等に対し監査を行っております。 

ニ．社外取締役は選任しておりません。 

ホ．監査室は、社長直属の部署であり社長指揮命令下にあって、業務執行等の社内ルールの適正運用と法令遵守

の状況把握する内部監査が主業務であります。監査は、「内部監査」、「監査役監査」、「会計監査人監

査」の三様の監査体制であり、監査役と監査室は、日常の監査活動について連携を図っております。 

内部監査は、監査室長１名と室員５名から構成される社長直属の監査室を設置しており、監査室では、年度

の監査計画に基づき、監査役との情報を交換しつつ関係会社を含む各事業所等に対し監査を実施しておりま

す。監査結果につきましては、社長に報告するとともに各役員に報告書にて報告し、被監査部門に対しては

監査結果に対して改善指示を行うとともに改善報告書の提出を求めることで、業務の適正な運営・社内規程

との整合性を監査するとともに業務の改善・効率化の推進に努めております。 

会計監査は、あずさ監査法人との間で監査契約を締結し、期中および期末に監査を実施しております。  

            （業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名） 

   ※継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

監査業務に関わる補助者の構成は、監査法人の決定に基づき決定されております。具体的には公認会計士３

名、会計士補８名、その他２名であります。 

ヘ．コンプライアンス委員会は、デンコードーグループが法令遵守・企業倫理に則った、公正で誠実な企業活動

に徹して、社会、お客様から信頼される企業グループを目指すことを目的として平成16年４月１日に設置さ

れました。 

ト．当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりであります。 

業務執行した公認会計士の氏名 所属監査法人 

亀岡 義一  

鈴木 友隆 あずさ監査法人 

佐藤 孝夫  



チ.役員報酬等及び監査報酬等の内容 

b.会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

  社外取締役は選任しておりません。 

社外監査役金澤七郎は、有限会社第一経営会計センターの代表取締役であり、当社株式の0.12％を保有して

おります。取引関係については、税務顧問契約を締結しておりますが、社外監査役個人が直接利害関係を有

するものはありません。また、社外監査役真田昌行は、弁護士であり、当社株式の0.01％の保有状況にあり

ます。  

c.会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近1年間における実施状況 

  当期は、以下の施策により、内部統制面における充実を図りました。 

 ・ 個人情報保護法に対応した情報セキュリティ並びに情報の保管管理の強化 

 ・ 社内通報制度の整備並びに公益通報者保護制度に関する通報制度の整備 

 ・ 各部門の業務執行に対するトップマネジメントによる報告会の充実 

 ・ 社内テレビ会議並びにインターネット活用による社内情報の指示等について迅速な発信とその定着状況の

把握受領 

 ・ 適時開示の管理及び統制等の整備と強化 

役員報酬等：   監査報酬等：  

取締役に支払った報酬 167百万円  

公認会計士法第２条第１

項に規定する業務に基づ

く報酬 

16百万円 

監査役に支払った報酬 18百万円  
上記以外の業務に基づく

報酬 
1百万円 

計 188百万円  計 17百万円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   2,769   2,120  

２．売掛金   3,750   3,836  

３．有価証券   0   0  

４．たな卸資産   14,095   15,091  

５．繰延税金資産   700   747  

６．その他   578   618  

貸倒引当金   △2   △0  

流動資産合計   21,893 47.5  22,413 47.1 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※１ 22,393   23,793   

減価償却累計額  △10,915 11,478  △11,779 12,013  

(2）土地 
※１ 
※２ 

 4,376   4,181  

(3）建設仮勘定   120   50  

(4）その他  678   692   

減価償却累計額  △514 163  △522 169  

有形固定資産合計   16,139 35.0  16,414 34.5 

２．無形固定資産   64 0.2  95 0.2 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   951   1,576  

(2）長期貸付金   127   115  

(3）差入保証金・敷金   5,382   5,484  

(4）繰延税金資産   1,052   881  

(5）その他   564   635  

貸倒引当金   △91   △44  

投資その他の資産合計   7,987 17.3  8,648 18.2 

固定資産合計   24,190 52.5  25,159 52.9 

資産合計   46,084 100.0  47,572 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   7,489   8,036  

２．短期借入金 ※１  2,950   3,500  

３.一年以内返済長期借入金 ※１  3,486   2,918  

４．未払法人税等   1,006   968  

５．賞与引当金   653   680  

６．ポイント割引引当金   632   746  

７．その他   2,837   2,579  

流動負債合計   19,056 41.3  19,430 40.9 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※１  4,230   4,086  

２．退職給付引当金   2,113   2,146  

３．役員退職慰労引当金   413   413  

４．その他   794   920  

固定負債合計   7,550 16.4  7,567 15.9 

負債合計   26,607 57.7  26,997 56.8 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   7 0.0  6 0.0 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  2,866 6.2  2,866 6.0 

Ⅱ 資本剰余金   2,518 5.5  2,518 5.3 

Ⅲ 利益剰余金   14,336 31.1  15,371 32.3 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  258 0.6  630 1.3 

Ⅴ 自己株式 ※３  △510 △1.1  △818 △1.7 

資本合計   19,469 42.3  20,568 43.2 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  46,084 100.0  47,572 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   119,280 100.0  118,612 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１  95,268 79.9  94,227 79.4 

売上総利益   24,012 20.1  24,384 20.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２  22,717 19.0  22,859 19.3 

営業利益   1,294 1.1  1,524 1.3 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  37   37   

２．受取配当金  5   6   

３．仕入割引  1,389   1,313   

４．その他  622 2,054 1.7 465 1,822 1.5 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  75   74   

２．不動産管理費用  48   67   

３．その他  19 143 0.1 17 159 0.1 

経常利益   3,205 2.7  3,188 2.7 

Ⅵ 特別利益        

１. 貸倒引当金戻入益  －   17   

２. 電気設備補助金収入  － － － 52 69 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ 186   30   

２．減損損失  ※４ －   590   

３．電話加入権評価損  14   －   

４．賃借契約解約損  18   5   

５．訴訟和解金  4 223 0.2 － 626 0.5 

税金等調整前当期純利
益 

  2,982 2.5  2,631 2.2 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,381   1,426   

法人税等調整額  △73 1,307 1.1 △124 1,301 1.1 

少数株主損益（△加算）   0 0.0  △0 △0.0 

当期純利益   1,673 1.4  1,330 1.1 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,518  2,518 

Ⅱ 資本剰余金減少高        

   自己株式処分差損   0 0 － － 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   2,518  2,518 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   12,963  14,336 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

当期純利益  1,673 1,673 1,330 1,330 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  271  266  

２．役員賞与  15  11  

３．自己株式処分差損  13 300 17 295 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   14,336  15,371 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利
益 

 2,982 2,631 

減価償却費  1,283 1,200 

ポイント割引引当金の
増減額（減少：△） 

 31 113 

退職給付引当金の増減
額（減少：△） 

 176 33 

その他引当金の増減額
（減少：△） 

 1 △22 

受取利息及び受取配当
金 

 △43 △43 

支払利息  75 74 

減損損失  － 590 

固定資産除却損及び評
価損 

 200 30 

売上債権の増減額 
（増加：△） 

 △421 △85 

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

 △487 △995 

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

 △638 547 

前受金の増減額 
（減少：△） 

 62 △376 

その他  △316 △96 

小計  2,907 3,601 

利息及び配当金の受取
額 

 43 43 

利息の支払額  △77 △76 

火災保険の受取額  50 － 

法人税等の支払額  △1,495 △1,464 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 1,427 2,103 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

有価証券の取得による
支出 

 △209 － 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △1,506 △1,734 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 1 － 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △6 △38 

保証金・敷金の差入に
よる支出 

 △866 △436 

保証金・敷金の返還に
よる収入 

 316 315 

貸付金の回収による収
入 

 30 30 

その他  △1 △8 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △2,242 △1,871 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の純減少額  △700 550 

長期借入による収入  4,500 3,000 

社債の償還による支出  △1,000 － 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △1,198 △3,711 

自己株式の取得による
支出 

 △407 △364 

配当金の支払額  △271 △265 

その他  △52 △90 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 870 △881 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額（減少額：△） 

 55 △649 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 2,715 2,770 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 2,770 2,120 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  すべての子会社を連結しております。 

 連結子会社は、株式会社エコプラス、

株式会社北日本ワンダックス、株式会社

メディアキャストおよび株式会社神奈川

デンコードーの４社であります。 

 上記のうち、株式会社神奈川デンコー

ドーについては、当連結会計年度におい

て、新たに設立したため、連結の範囲に

含めております。 

 すべての子会社を連結しております。 

 連結子会社は、株式会社エコプラス、

株式会社北日本ワンダックス、株式会社

メディアキャストおよび株式会社神奈川

デンコードーの４社であります。 

 上記のうち、株式会社神奈川デンコー

ドーについては、平成18年３月31日臨時

株主総会において解散することとなりま

した。それによる当社の連結業績に与え

る影響額はありません。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当なし 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しておりま

す。） 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 ロ．たな卸資産 

商品 

総平均法による低価法 

ただし、オーディオ・ビジュアル

ソフト、ＴＶゲームソフト・機

器、書籍およびリサイクル商品等

については、移動平均法による原

価法もしくは売価還元法による原

価法 

ロ．たな卸資産 

商品 

総平均法による低価法 

ただし、オーディオ・ビジュアル

ソフト、ＴＶゲームソフト・機

器、書籍およびリサイクル商品等

については、主として移動平均法

による原価法もしくは売価還元法

による原価法 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数および残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

イ．有形固定資産 

同左 

 ロ．無形固定資産 

定額法 

 なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

ロ．無形固定資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ハ．長期前払費用 

均等償却 

 なお、償却期間については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

ハ．長期前払費用 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ．貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

イ．貸倒引当金 

同左 

 ロ．賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与に充て

るため、将来の支給見込額のうち当連

結会計年度の負担額を計上しておりま

す。 

ロ．賞与引当金 

同左 

 ハ．ポイント割引引当金 

 将来のメンバーズカードのポイント

の使用による売上値引に備えるため、

過去の使用実績率に基づき将来使用さ

れると見込まれる金額を計上しており

ます。 

ハ．ポイント割引引当金 

同左 

 ニ．退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産に基づき、当連結会計年

度末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、３年に

よる定額法によりそれぞれ発生した連

結会計年度から費用処理しておりま

す。 

ニ．退職給付引当金 

同左 

 ホ．役員退職慰労引当金 

 平成16年6月29日定時株主総会の日を

もって役員の退職慰労金制度を廃止

し、内規に基づく制度廃止時の要支給

額を役員の退任時に支払うこととなっ

たため、当該支給予定額を計上してお

ります。 

ホ．役員退職慰労引当金 

       同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式 

消費税等の会計処理 

同左 

 



会計処理の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分に

基づいております。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これにより税金等調整前当期純利益は590百万円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

 また、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。 



表示方法の変更 

(連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「固定資産売却

益」は、当連結会計年度において、金額的重要性が乏し

くなったため「その他」に含めております。 

 なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている固

定資産売却益」は０百万円であります。 

２．営業活動によるキャッシュ・フローの「前受金の増減

額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示して

おりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記して

おります。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている 

「前受金の増減額」は、23百万円であります。 

３．投資活動によるキャッシュ・フローの「有価証券の売

却による収入」は、当連結会計年度において、金額的重

要性が乏しくなったため「その他」に含めております。 

 なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「有価証券の売却による収入」は、12百万円でありま

す。 

          ────── 

  

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

※１ 担保提供資産 担保提供資産 

  下記資産は短期借入金1,312百万円、長期借入金

（一年以内返済長期借入金を含む） 1,647百万円の

担保に供しております。 

 下記資産は短期借入金  687百万円、長期借入金

（一年以内返済長期借入金を含む） 2,402百万円の

担保に供しております。 

 建物  512  百万円

土地   2,077   

計 2,589 

建物    445百万円

土地 2,002 

計 2,447 

※２． 未利用用地    242百万円       ──────      

※３ 自己株式の保有数 自己株式の保有数 

  連結会社が保有する当社の株式の数は以下のとお

りであります。 

 連結会社が保有する当社の株式の数は以下のとお

りであります。 

 普通株式 660,321株 普通株式        892,103株

  なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

15,447,652株であります。 

 なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

15,447,652株であります。 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 低価法による商品評価減額   275百万円 低価法による商品評価減額      218百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの 販売費及び一般管理費の主なもの 

 広告宣伝費     2,086百万円

貸倒引当金繰入額 0 

給与及び手当 7,378 

賞与引当金繰入額 653 

退職給付費用 377 

役員退職慰労引当金繰入額 3 

地代家賃 2,796 

減価償却費     1,294 

広告宣伝費      2,041百万円

貸倒引当金繰入額 0  

給与及び手当 7,612  

賞与引当金繰入額  680 

退職給付費用  228 

地代家賃 2,927 

減価償却費 1,190 

※３ 固定資産除却損の内訳 固定資産除却損の内訳 

 建物及び構築物 154百万円

その他 31 

計 186  

建物及び構築物  16百万円

その他 14 

計 30 

 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※４ ──────   当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上いたしまし

た。 

  当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す

最小単位として店舗を基本単位とし、また、賃貸不

動産等については物件単位ごとにグルーピングして

おります。 

 上記の資産について、収益性が低下又は用途変更

が予定されている資産グループ及び主要資産の市場

価格が帳簿価額より著しく下落している資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上しております。 

 なお、資産グループごとの回収可能価額は、正味

売却価額により測定しており、土地・建物について

は不動産鑑定士からの評価額を基準としておりま

す。なお、閉鎖後廃棄を予定している店舗設備につ

いては、原則として正味売却価額を零として評価し

ております。 

用途 場所 種類 金額 

 店舗 

 北海道 

 山形県 

その他  

建物及び 

構築物  
131百万円

その他  2  

賃貸 

不動産  

 宮城県 

 福島県 

 その他 

建物及び 

構築物 
254 

土地   166 

その他 6 

 遊休 

不動産 
 宮城県 土地 29 

合計      590 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定   2,769百万円

有価証券  0百万円

現金及び現金同等物   2,770百万円

現金及び預金勘定    2,120百万円

有価証券   0百万円

現金及び現金同等物    2,120百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

有形固定資産 
その他 

2,173 976 1,197 

無形固定資産 117 38 79 

合計 2,291 1,014 1,276 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

有形固定資産 
その他 

2,227 1,183 1,044 

無形固定資産 187 99 87 

合計 2,414 1,283 1,131 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

 （注）        同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内    428百万円

１年超 848百万円

合計     1,276百万円

１年内       413百万円

１年超    718百万円

合計      1,131百万円

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 （注）        同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料   420百万円

減価償却費相当額   420百万円

支払リース料      440百万円

減価償却費相当額      440百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） （借主側） 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内     2,339百万円

１年超    23,094百万円

合計    25,433百万円

１年内      2,518百万円

１年超     25,706百万円

合計     28,225百万円

（貸主側） （貸主側） 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内  71百万円

１年超    452百万円

合計    524百万円

１年内    208百万円

１年超       928百万円

合計      1,137百万円



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(注）減損処理にあたっては、下落率が30％以上の株式について、著しく下落したものと判断しております。 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 414 852 438 414 1,476 1,062 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － －  －  －  

② 社債 － － － －  － －  

③ その他 29 29 0 29 30 0 

(3）その他 － － － －   － －  

小計 444 882 439 444 1,507 1,063 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 36 31 △4 36 31 △4 

(2）債券       

① 国債・地方債等 29 29 △0 29 29 △0 

② 社債 － － － －  －   － 

③ その他 － － － －  －  －  

(3）その他 － － － －  －  －  

小計 66 61 △4 66 61 △4 

合計 510 944 434 510 1,568 1,058 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

12 5 0 － － － 

 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

 非上場株式 7 7 

合計 7 7 



４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

  前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１年以内 

（百万円） 

１年超５年

以内 

（百万円）

５年超10年

以内 

（百万円）

10年超 

（百万円）

１年以内 

（百万円）

１年超５年

以内 

（百万円） 

５年超10年

以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円）

１．債券                 

国債・地方債等 － 29 － － － 29 － － 

合計 － 29 － － － 29 － － 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社および連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、厚生年金基金制度（複数事業主制

度）および適格退職年金制度を設けております。 

 退職一時金制度については、会社設立時等に設定されております。なお、厚生年金基金については昭和54年

６月に、適格退職年金については昭和63年７月にそれぞれ設定され、退職給与の一部を移行いたしました。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 厚生年金基金制度を含めておりません。なお、厚生年金基金制度における年金資産の額は以下の通りでありま

す。 

当連結会計年度の年金資産     7,544百万円 

前連結会計年度の年金資産    6,235百万円 

３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 厚生年金基金制度を含めておりません。なお、年金拠出額は以下のとおりであります。また、会計基準変更時

差異は発生しておりません。 

当連結会計年度の年金拠出額    166百万円 

前連結会計年度の年金拠出額    167百万円 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在）

当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在）

イ．退職給付債務 △3,690 △3,806 

ロ．年金資産 1,468 1,745 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △2,221 △2,061 

ニ．未認識数理計算上の差異 108 △85 

ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ） △2,113 △2,146 

  （単位：百万円）

 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日）

イ．勤務費用 206 220 

ロ．利息費用 65 73 

ハ．期待運用収益 △20 △22 

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 125 △44 

ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 377 228 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在）

当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在）

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

ロ．割引率 2.0％ 2.0％ 

ハ．期待運用収益率 1.5％ 1.5％ 

ニ．数理計算上の差異の処理年数 ３年 ３年 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

賞与引当金計上額   264百万円

ポイント割引引当金計上額 255 

未払事業税否認 61 

退職給付引当金計上額 842 

役員退職慰労引当金計上額 167 

土地評価損計上額 156 

その他 320 

繰延税金資産合計 2,067 

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △133 

その他有価証券評価差額金 △174 

その他 △8 

繰延税金負債合計 △316 

繰延税金資産の純額 1,751 

繰延税金資産  

賞与引当金計上額    264百万円

ポイント割引引当金計上額 301 

未払事業税否認 58 

退職給付引当金計上額 867 

役員退職慰労引当金計上額 167 

土地評価損計上額 156 

 減損損失計上額 207 

その他 299 

繰延税金資産小計 2,322 

 評価性引当額 △131 

繰延税金資産合計 2,190 

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △129 

その他有価証券評価差額金 △426 

その他 △10 

繰延税金負債合計 △567 

繰延税金資産の純額 1,623 

 （注） 当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。 

 （注） 当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。 

流動資産－繰延税金資産   700百万円

固定資産－繰延税金資産 1,052 

固定負債－繰延税金負債 △1 

  

流動資産－繰延税金資産    747百万円

固定資産－繰延税金資産 881 

固定負債－繰延税金負債 △5 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

（調整）  

住民税均等割等 3.2 

その他 0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.9 

法定実効税率 40.4％

（調整）  

住民税均等割等 3.8 

評価性引当額 5.0 

その他 0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.5 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日至平成17年３月31日） 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の主な商品 

家電事業    家電・情報・通信・エンタテインメント商品等 

リサイクル事業 一般家庭用品・ＡＶ・パソコン等 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（3,058百万円）の主なものは、余資運用資金（現金及

び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）であります。 

 
家電事業 
（百万円） 

リサイクル事
業（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 117,189 2,090 119,280 － 119,280 

(2）セグメント間の売上高又は

振替高 
7 － 7 (7) － 

計 117,196 2,090 119,287 (7) 119,280 

営業費用 116,009 1,983 117,992 (7) 117,985 

営業利益 1,187 107 1,294 － 1,294 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

資産 41,220 1,804 43,025 3,058 46,084 

減価償却費 1,211 71 1,283 － 1,283 

資本的支出 1,503 84 1,587 (22) 1,565 



当連結会計年度（自平成17年４月１日至平成18年３月31日） 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の主な商品 

家電事業    家電・情報・通信・エンタテインメント商品等 

リサイクル事業 一般家庭用品・ＡＶ・パソコン等 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（2,461百万円）の主なものは、余資運用資金（現金及

び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）であります。 

【所在地別セグメント情報】 

    前連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

    当連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

    前連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

    当連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
家電事業 
（百万円） 

リサイクル事
業（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 116,276 2,335 118,612 －  118,612 

(2）セグメント間の売上高又は

振替高 
3 －  3 (3) －  

計 116,280 2,335 118,616 (3) 118,612 

営業費用 114,840 2,250 117,091 (3) 117,087 

営業利益 1,439 85 1,524 －  1,524 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
     

資産 42,955 2,155 45,111 2,461 47,572 

減価償却費 1,122 78 1,200  － 1,200 

減損損失 590 － 590 － 590 

資本的支出 1,760 356 2,117 － 2,117 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

役員及び個人主要株主等 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 業務の執行は、他の税理士が行っており、一般的取引条件によっております。 

当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

役員及び個人主要株主等 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 業務の執行は、他の税理士が行っており、一般的取引条件によっております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及びそ

の近親者 

㈲第一経営会計

センター 

代表取締役 

金澤 七郎 

青森県

八戸市 
3 会計事務 － 

当社監

査役 

税務顧

問 

会計サー

ビス 
1 － －

属性 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及びそ

の近親者 

㈲第一経営会計

センター 

代表取締役 

金澤 七郎 

青森県

八戸市 
3 会計事務 － 

当社監

査役 

税務顧

問 

会計サー

ビス 
2  未払金 0  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

    該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

    該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,315.88円

１株当たり当期純利益       111.40円

１株当たり純資産額         1,412.41円

１株当たり当期純利益            89.35円

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
      110.77円

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
           89.15円

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 1,673 1,330 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 11 10 

（うち利益処分による役員賞与金） （11） (10)  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,662 1,320 

普通株式の期中平均株式数（株） 14,922,230 14,775,285 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（百万円） － －  

普通株式増加数（株） 85,725 33,464 

（うち自己株式取得方式によるストッ

クオプション（株）） 
(85,725) (33,464) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

────── ────── 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額の

総額 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 2,950 3,500 0.38 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 3,486 2,918 0.84 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 4,230 4,086 0.70 
平成19年５月１日～ 

平成23年２月28日 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 10,666 10,505 － － 

区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 1,511 1,829 610 135 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   2,566   1,956  

２．売掛金   3,738   3,822  

３．有価証券   0   0  

４．商品   13,655   14,607  

５．前払費用   279   305  

６．繰延税金資産   664   719  

７．その他   301   288  

貸倒引当金   △1   △0  

流動資産合計   21,203 47.9  21,699 47.8 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

（1）建物 ※１ 19,013   19,980   

減価償却累計額  △9,393 9,619  10,049 9,931  

（2）構築物  2,219   2,293   

減価償却累計額  △1,292 927  1,428 864  

（3）車両運搬具  25   24   

減価償却累計額  △14 10  15 8  

（4）器具備品  626   638   

減価償却累計額  △485 141  486 152  

（5）土地 
※１ 
※２ 

 4,376   4,181  

（6）建設仮勘定   114   48  

有形固定資産合計   15,190 34.4  15,186 33.4 

２．無形固定資産        

（1）借地権   32   61  

（2）その他   21   24  

無形固定資産合計   54 0.1  85 0.2 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産        

（1）投資有価証券   883   1,509  

（2）関係会社株式   108   108  

（3）出資金   6   5  

（4）長期貸付金   127   115  

（5）再生債権等   55   44  

（6）長期前払費用   219   312  

（7）差入保証金・敷金   5,188   5,270  

（8）繰延税金資産   1,052   881  

 （9）その他   239   223  

貸倒引当金   △91   △44  

投資その他の資産合計   7,788 17.6  8,426 18.6 

固定資産合計   23,032 52.1  23,698 52.2 

資産合計   44,236 100.0  45,398 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   1,148   1,159  

２．買掛金   6,339   6,871  

３．短期借入金 ※１  2,100   2,900  

４．一年以内返済長期借入
金 

※１  3,486   2,858  

５．未払金   1,470   1,407  

６．未払費用   0   0  

７．未払法人税等   960   942  

８．前受金   1,179   802  

９．預り金   111   122  

10．賞与引当金   590   633  

11．ポイント割引引当金   632   746  

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

12．その他   37   50  

流動負債合計   18,058 40.8  18,496 40.7 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※１  4,230   3,846  

２．退職給付引当金   2,113   2,146  

３．役員退職慰労引当金   413   413  

４．預り保証金・敷金   162   215  

固定負債合計   6,919 15.7  6,621 14.6 

負債合計   24,977 56.5  25,118 55.3 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※４  2,866 6.5  2,866 6.3 

Ⅱ 資本剰余金        

１. 資本準備金  2,518   2,518   

資本剰余金合計   2,518 5.7  2,518 5.6 

Ⅲ 利益剰余金        

１. 利益準備金  293   293   

２. 任意積立金        

（1）固定資産圧縮積立金  209   197   

（2）別途積立金  11,724   13,024   

３. 当期未処分利益  1,900   1,569   

利益剰余金合計   14,128 31.9  15,085 33.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  255 0.6  628 1.4 

Ⅴ 自己株式 ※５  △510 △1.2  △818 △1.8 

資本合計   19,258 43.5  20,279 44.7 

負債及び資本合計   44,236 100.0  45,398 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   117,195 100.0  116,279 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．商品期首たな卸高  13,254   13,655   

２．当期商品仕入高  95,253   94,576   

合計  108,507   108,231   

３．他勘定振替高 ※１ 251   147   

４．商品期末たな卸高 ※２ 13,655 94,601 80.7 14,607 93,476 80.4 

売上総利益   22,594 19.3  22,803 19.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費  1,959   1,897   

２．運送費  1,249   1,270   

３．給料及び手当  6,766   7,007   

４．賞与引当金繰入額  590   633   

５．退職給付費用  353   209   

６．役員退職慰労引当金繰
入額 

 3   －   

７．福利厚生費  944   1,008   

８．消耗品費  749   712   

９．地代家賃  2,539   2,637   

10．水道光熱費  930   945   

11．減価償却費  1,160   1,060   

12．その他  4,133 21,379 18.3 3,987 21,369 18.4 

営業利益   1,215 1.0  1,434 1.2 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  40   34   

２．受取配当金  5   10   

３．仕入割引  1,389   1,313   

４．保険精算金  132   －   

５．その他  444 2,012 1.7 447 1,806 1.6 

        
 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  74   71   

２．不動産管理費用  87   98   

３．その他  16 178 0.1 16 186 0.2 

経常利益   3,048 2.6  3,053 2.6 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  －   17   

２.電気設備補助金収入  － － － 41 59 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ 186   30   

２．減損損失 ※４ －   590   

３．電話加入権評価損  14   －   

４．賃借契約解約損  18   5   

５．訴訟和解金  4 223 0.2 － 626 0.5 

税引前当期純利益   2,825 2.4  2,486 2.1 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,309   1,371   

法人税等調整額  △67 1,241 1.1 △136 1,234 1.0 

当期純利益   1,583 1.3  1,252 1.1 

前期繰越利益     331     335   

自己株式処分差損   13   17  

当期未処分利益     1,900     1,569   

        



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年６月29日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   1,900  1,569 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

固定資産圧縮積立金取
崩額 

 12 12 32 32 

合計   1,913  1,602 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  266  291  

２．役員賞与金  11  10  

（うち監査役賞与金）  (1)  (1)  

３．任意積立金      

  固定資産圧縮積立金  －  24  

  別途積立金  1,300 1,577 900 1,225 

Ⅳ 次期繰越利益   335  376 

      



重要な会計方針 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定しております） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

総平均法による低価法 

ただし、オーディオ・ビジュアルソフ

ト、ＴＶゲームソフト・機器および書

籍については、移動平均法による原価

法もしくは売価還元法による原価法 

商品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

均等償却 

 なお、償却期間については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

(3）長期前払費用 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与に充て

るため、将来の支給見込額のうち当期

の負担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 



会計処理の変更 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3）ポイント割引引当金 

 将来のメンバーズカードのポイント

の使用による売上値引に備えるため、

過去の使用実績率に基づき将来使用さ

れると見込まれる金額を計上しており

ます。 

(3）ポイント割引引当金 

同左 

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる額を計

上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、３年に

よる定額法によりそれぞれ発生した期

から費用処理しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

 (5）役員退職慰労引当金 

 平成16年6月29日定時株主総会の日を

もって役員の退職慰労金制度を廃止

し、内規に基づく制度廃止時の要支給

額を役員の退任時に支払うこととなっ

たため、当該支給予定額を計上してお

ります。 

(5）役員退職慰労引当金 

       同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これにより税引前当期純利益は590百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

 
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

※１． 担保提供資産 担保提供資産 

  下記資産は短期借入金 1,312百万円、長期借入金

（一年以内返済長期借入金を含む）1,647百万円の担

保に供しております。 

 下記資産は短期借入金   687百万円、長期借入金

（一年以内返済長期借入金を含む) 2,402百万円の担

保に供しております。 

 建物   512百万円

土地 2,077 

計 2,589 

建物      445百万円

土地      2,002 

計      2,447 

※２． 未利用用地    242百万円       ──────      

 ３． 保証債務 保証債務 

 長期未払金及びリース債務に対する保証債務 長期未払金及びリース債務に対する保証債務 

 株式会社エコプラス    885百万円 株式会社エコプラス      1,167百万円

※４． 授権株式数 普通株式    24,000,000株

発行済株式総数 普通株式  15,447,652株

授権株式数 普通株式     24,000,000株

発行済株式総数 普通株式     15,447,652株

※５． 自己株式の保有数 自己株式の保有数 

 普通株式 660,321株 普通株式       892,103株

 ６． 配当制限 配当制限 

  商法施行規則第124条第３号に規定する金額は、

255百万円であります。 

 商法施行規則第124条第３号に規定する金額は、

628百万円であります。 



（損益計算書関係） 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１． 他勘定振替高の内訳 他勘定振替高の内訳 

 器具備品 2百万円

販売費及び一般管理費 248 

計 251 

器具備品  1百万円

販売費及び一般管理費  146 

計 147 

※２． 低価法による商品評価減額 275百万円 低価法による商品評価減額    217百万円

※３． 固定資産除却損の内訳 固定資産除却損の内訳 

 建物 154百万円

器具備品 7 

その他 24 

計 186 

建物    16百万円

器具備品  5 

その他  8 

計  30 

※４. ──────   当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上いたしました。 

  当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位

として店舗を基本単位とし、また、賃貸不動産等に

ついては物件単位ごとにグルーピングしておりま

す。 

 上記の資産について、収益性が低下又は用途変更

が予定されている資産グループ及び主要資産の市場

価格が帳簿価額より著しく下落している資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上しております。 

 なお、資産グループごとの回収可能価額は、正味

売却価額により測定しており、土地・建物について

は不動産鑑定士からの評価額を基準としておりま

す。なお、閉鎖後廃棄を予定している店舗設備につ

いては、原則として正味売却価額を零として評価し

ております。 

用途 場所 種類 金額 

 店舗 

 北海道 

 山形県 

その他  

建物  127百万円

その他  6  

賃貸 

不動産  

 宮城県 

 福島県 

 その他 

建物 253 

土地   166 

その他 6 

 遊休 

不動産 
 宮城県 土地 29 

合計      590 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万
円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

器具備品 1,721 778 943 

無形固定資産
その他 

117 38 79 

合計 1,839 816 1,023 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万
円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

器具備品 1,623 899 724 

無形固定資産
その他 

187 99 87 

合計 1,810 999 811 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

 （注）        同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内   370百万円

１年超   652百万円

合計     1,023百万円

１年内      330百万円

１年超      481百万円

合計        811百万円

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 （注）        同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料    385百万円

減価償却費相当額    385百万円

支払リース料       389百万円

減価償却費相当額       389百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） （借主側） 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内     2,339百万円

１年超    23,094百万円

合計    25,433百万円

１年内      2,461百万円

１年超     24,812百万円

合計     27,274百万円

（貸主側） （貸主側） 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 71百万円

１年超   452百万円

合計   524百万円

１年内   192百万円

１年超      793百万円

合計      986百万円



（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３

月31日）における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

賞与引当金計上額   238百万円

ポイント割引引当金計上額 255 

未払事業税否認 57 

退職給付引当金計上額 842 

役員退職慰労引当金計上額 167 

土地評価損計上額 156 

その他 313 

繰延税金資産合計 2,031 

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △133 

その他有価証券評価差額金 △172 

その他 △8 

繰延税金負債合計 △314 

繰延税金資産の純額 1,717百万円

繰延税金資産  

賞与引当金計上額    255百万円

ポイント割引引当金計上額 301 

未払事業税否認 57 

退職給付引当金計上額 867 

役員退職慰労引当金計上額 167 

土地評価損計上額 156 

 減損損失計上額 207 

その他 283 

繰延税金資産小計 2,297 

評価性引当額 △131 

繰延税金資産合計 2,165 

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △128 

その他有価証券評価差額金 △425 

その他 △10 

繰延税金負債合計 △564 

繰延税金資産の純額  1,601百万円

 （注） 当事業年度における繰延税金資産の純額は、

貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。 

 （注） 当事業年度における繰延税金資産の純額は、

貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。 

流動資産－繰延税金資産 664 

固定資産－繰延税金資産 1,052 

  
  

流動資産－繰延税金資産 719 

固定資産－繰延税金資産 881 

  
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

（調整）  

住民税均等割等 3.4 

その他 0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.0 

法定実効税率 40.4％

（調整）  

住民税均等割等 3.9 

評価性引当額 5.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.6 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

（重要な後発事象） 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

    該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

    該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額       1,301.56円

１株当たり当期純利益      105.32円

１株当たり純資産額         1,392.59円

１株当たり当期純利益            84.08円

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
     104.72円

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
           83.89円

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 1,583 1,252 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 11 10 

（うち利益処分による役員賞与金） （11） (10)  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,571 1,242 

普通株式の期中平均株式数（株） 14,922,230 14,775,285 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（百万円） －  － 

普通株式増加数（株） 85,725 33,464 

（うち自己株式取得方式によるストッ

クオプション（株）） 
(85,725) (33,464) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

────── ────── 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱ワンダーコーポレーション 2,160 956 

㈱ワットマン 1,119,000 171 

㈱七十七銀行 150,000 136 

ギガスケーズデンキ㈱ 18,288 62 

㈱東北銀行 100,000 34 

㈱みちのく銀行 56,848 31 

㈱みずほフィナンシャルグループ 31 29 

㈱ＷＯＷＯＷ 100 26 

住友信託銀行㈱ 16,275 22 

㈱東邦銀行 31,000 19 

㈱三菱UFJフィナンシャルグループ 5 10 

その他 ７銘柄 3,467 7 

計 1,497,174 1,509 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 
その他有

価証券 

（証券投資信託の受益証券）   

ＭＭＦ 379,981 0 

計 379,981 0 



【有形固定資産等明細表】 

 （注） 当期増加額の主なものは次のとおりであります。 

建物…………………ＳＤ十和田店の新設        306百万円 

ＷＧ十和田店の新設        300百万円 

ＭＡＸ青森店の新設        256百万円  

当期減少額の主なものは次のとおりであります。 

建物…………………琴似店の減損損失          62百万円 

旧平店の減損損失           49百万円 

旧新庄店の減損損失         46百万円   

土地…………………旧原町店の減損損失         91百万円 

旧本社の減損損失           75百万円 

       なお、当期減少額のうち（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産        

建物 19,013 1,603 
637 

(385) 
19,980 10,049 897 9,931 

構築物 2,219 108 
34 

(4) 
2,293 1,428 163 864 

車両運搬具 25 2 3 24 15 4 8 

器具備品 626 72 59 638 486 53 152 

土地 4,376 6 
201 

(195) 
4,181 －  －  4,181 

建設仮勘定 114 1,840 1,905 48 －  －  48 

有形固定資産計 26,376 3,633 
2,842 

(583) 
27,166 11,980 1,119 15,186 

無形固定資産        

借地権 32 33  
4  

(4) 
61 －  －  61 

その他 32 3 0 34 10 1 24 

無形固定資産計 65 36 
4 

(4) 
96 10 1 85 

長期前払費用 254 123 
20 

(2) 
357 44 15 312 

繰延資産        

－ －   －  －  － －  －  －  

繰延資産計 －  － －  － －  －  －  



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、892,103株であります。 

２．当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替によるもの４百万円及び回収による取崩額14百万円であります。

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 2,866  －  － 2,866 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (15,447,652)  (－)   (－) (15,447,652) 

普通株式 （百万円） 2,866  －  － 2,866 

計 （株） (15,447,652)  (－)  (－) (15,447,652) 

計 （百万円） 2,866  －  － 2,866 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （百万円） 1,652  －  － 1,652 

合併差益 （百万円） 865  －  － 865 

（その他資本剰余金）      

自己株式処分差益 （百万円） －  － － － 

計 （百万円） 2,518  － － 2,518 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 293  －  － 293 

（任意積立金）      

固定資産圧縮積立金 

（注）２ 
（百万円） 209  － 12 197 

別途積立金（注）２ （百万円） 11,724 1,300  － 13,024 

計 （百万円） 12,227 1,300 12 13,515 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 93 1 31 18 44 

賞与引当金 590 633 590 － 633 

ポイント割引引当金 632 604 490  － 746 

役員退職慰労引当金 413 － －  － 413 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ．現金及び預金 

ｂ．売掛金 

(a）相手先別内訳 

(b）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（百万円） 

現金 144 

預金の種類  

当座預金 1 

普通預金 1,810 

小計 1,811 

合計 1,956 

相手先 金額（百万円） 

㈱ＮＴＴドコモ東北 876 

ＫＤＤＩ㈱ａｕ東北支社 636 

ボーダフォン㈱東北 327 

㈱ＮＴＴ東日本 155 

兼松コミュニケーションズ㈱北海道 100 

その他 1,726 

合計 3,822 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 
Ｃ 

───── 
Ａ ＋ Ｂ 

×100 
(Ａ＋Ｄ)÷２ 
────── 

Ｂ 
×365 

3,738 51,511 51,426 3,822 93.1 26.8 



ｃ．商品 

② 固定資産 

ａ．差入保証金・敷金 

③ 流動負債 

ａ．支払手形 

(a）相手先別内訳 

(b）期日別内訳 

品目 金額（百万円） 

一般家電商品 2,319 

季節・冷蔵庫商品 826 

ビジュアル商品 2,899 

オーディオ商品 919 

情報・通信商品 4,779 

エンタテインメント商品 2,790 

その他 72 

合計 14,607 

区分 金額（百万円） 

店舗賃借に伴う保証金・敷金 5,162 

社員借上社宅敷金 63 

その他 44 

合計 5,270 

相手先 金額（百万円） 

㈱アサツーディ・ケイ 420 

象印マホービン㈱ 280 

ユアサプライムス㈱ 164 

㈱富士通パーソナルズ  102 

マスプロ電工㈱ 75 

その他 116 

合計 1,159 

項目 平成18年４月満期 平成18年５月満期 平成18年６月満期 合計 

商品代（百万円） 467 180 85 734 

経費代（百万円） 257 112 55 425 

合計（百万円） 725 293 141 1,159 



ｂ．買掛金 

ｃ．短期借入金 

d. 一年以内返済長期借入金 

相手先 金額（百万円） 

ＫＤＤＩ㈱ａｕ東北支社 512 

㈱ワンダーコーポレーション 504 

㈱ＮＴＴドコモ東北  476 

ソニーマーケティング㈱ 447 

東芝コンシューママーケティング㈱ 445 

その他 4,485 

合計 6,871 

相手先 金額（百万円） 

㈱七十七銀行 800 

㈱みちのく銀行 500 

㈱三菱東京UFJ銀行 300 

㈱三井住友銀行 300 

その他 1,000 

合計 2,900 

相手先 金額（百万円） 

㈱七十七銀行 740 

明治安田生命保険相互会社 360 

日本生命保険相互会社 350 

㈱みずほ銀行 200 

㈱東北銀行 166 

その他 1,042 

合計 2,858 



④ 固定負債 

a. 長期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

商工組合中央金庫 700 

㈱みずほ銀行 600 

㈱北海道銀行 375 

㈱七十七銀行 350 

㈱東北銀行 333 

その他 1,487 

合計 3,846 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）平成18年５月18日開催の取締役会決議により、1単元の株式数を500株から100株に変更しております。なお、実

施日は平成18年８月１日であります。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 決算期の翌日から３ヵ月以内 

基準日 ３月31日 

株券の種類 500株、1,000株及び10,000株の表示株券 

中間配当基準日 ────── 

１単元の株式数 500株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき300円 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 

株主お買物優待券 

１．ご所有株式数と優待券贈呈枚数 

本年９月30日現在で株式会社デンコードーの株主名簿および実質株

主名簿に記載の１単元（500株）以上ご所有の株主様に対し、下記所

有株式数ごとに「株主お買物優待券」を贈呈しております。 

● 500株以上…… 3,000円の優待券（1,000円券を３枚） 

●1,000株以上…… 6,000円の優待券（1,000円券を６枚） 

●5,000株以上……10,000円の優待券（1,000円券を10枚） 

２．ご利用のできる店舗 

当社（子会社およびＭｒ．コンセントを除く）が経営する店舗。 

店舗情報につきましては、下記ホームページ・アドレスでご確認下

さい。 

３．お近くに当社店舗の無い株主様の御利用方法 

「デンコードーネットショッピング」において取扱いしておりま

す。商品のご購入に、「株主お買物優待券」をご利用できます。 

ホームページ・アドレス 

 http://www.denkodo.co.jp 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自平成17年３月１日 至平成17年３月31日）平成17年４月12日東北財務局長に提出。 

(2）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自平成17年４月１日 至平成17年４月30日）平成17年５月13日東北財務局長に提出。 

(3）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自平成17年５月１日 至平成17年５月31日）平成17年６月９日東北財務局長に提出。 

(4) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第41期）（自平成16年4月1日 至平成17年３月31日）平成17年６月29日東北財務局長に提出 

(5）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自平成17年６月１日 至平成17年６月30日）平成17年７月12日東北財務局長に提出。 

(6）半期報告書 

（第42期中）（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）平成17年12月20日東北財務局長に提出。 

(7）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自平成18年２月13日 至平成18年２月28日）平成18年３月９日東北財務局長に提出。 

(8）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自平成18年３月１日 至平成18年３月31日）平成18年４月13日東北財務局長に提出。 

(9）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自平成18年４月１日 至平成18年４月30日）平成18年５月12日東北財務局長に提出。 

(10）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自平成18年５月１日 至平成18年５月31日）平成18年６月13日東北財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

  平成17年６月29日

株式会社デンコードー   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 亀岡 義一  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 鈴木 友隆  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 佐藤 孝夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デンコードーの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社デンコードー及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

  平成18年６月29日

株式会社デンコードー   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 亀岡 義一  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 鈴木 友隆  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 佐藤 孝夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デンコードーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社デンコードー及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報  

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により連結財務諸表を作成している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

  平成17年６月29日

株式会社デンコードー   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 亀岡 義一  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 鈴木 友隆  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 佐藤 孝夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デンコードーの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第41期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

デンコードーの平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

  平成18年６月29日

株式会社デンコードー   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 亀岡 義一  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 鈴木 友隆  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員 

 公認会計士 佐藤 孝夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デンコードーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第42期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

デンコードーの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

追記情報  

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会

計基準により財務諸表を作成している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 
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